
議題２　特定公的給付に係る個人情報の本人外収集、目的外利用及び外部提供の一括承認について
　　　（一括承認基準該当例）
　　　　　子育て世帯生活支援特別給付金(ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分)事業

No. 意見・質問内容 区からの説明・回答内容

1

　例えば、今回の「子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外の低
所得の子育て世帯分）事業」においては、児童手当又は特別児童扶養手当
受給者のうち、住民税が課税されている者や、既に本給付金又はひとり親世
帯分給付金の支給を受けている者は、支給対象者から除外されます。支給対
象者か否かを判断するために、支給対象者以外の個人情報を「本人外収集」
「目的外利用」「外部提供」として取り扱うことが想定されるため、支給対象者”
等”と表記しています。

（回答者：運営審議会事務局）

2

　御質問のあったケースいずれの場合も、目的外利用及び本人外収集し
た個人情報に関しては、「資料４　４　個人情報の取扱いについて」の
とおり、厳密に管理していきます。
　ＤＶについては、一定の要件を満たすＤＶ避難者から申出があった場
合、児童手当と同様の都道府県経由のルートで、避難先の居住市町村か
ら避難元市町村に加害者氏名及び被害者が監護する児童の氏名等を通知
します。通知を受けた市町村では、被害者が監護する児童について、加
害者への本給付金の支給決定は行わないこととなります。申出があった
際に個人情報の取扱いについて説明し、同意していただくことになりま
すが、対応については丁寧に行っていきます。
　なお、本給付金について、離婚した（又は協議中の）方、ＤＶ避難中
の方向けに厚生労働省が作成したリーフレット（別添）もありますの
で、区のホームページや窓口等で周知を図っていきます。

（回答者：子育て支援課）

令和３年度第１回墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会【書面会議】

ご意見・ご質問に対する区からの説明・回答（第１回）

　それぞれ一括承認基準の支給対象者等に係る＂等”
の想定される対象範囲を教えてください。

　虐待やＤＶを受けている方々、現在離婚裁判中の
方々への配慮は大丈夫でしょうか。
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No. 意見・質問内容 区からの説明・回答内容

3

　類似事業とは、公的給付のうち、支給の根拠が個別の法律によらないもの
を対象とし、災害、感染症又は経済事情の急激な変動を緩和すること等を目
的として、国をはじめ、地方公共団体が給付するものを想定しています。本人
外収集又は外部提供が必要な場合、その相手方は国、地方公共団体又はそ
の他公的団体であるものに限ります。例示した過去の個別承認事項では、い
わゆるリーマン・ショックや消費税率引き上げによる急激な経済的影響の緩和
策としての給付事業のほか、新型コロナウイルス感染症の影響への緊急経
済対策としての給付事業などがあります。
　類似事業であるかの判断は、給付の目的や社会情勢が一括承認基準に合
致しているか、これまで御承認いただいた事業と同様の性質、同様の仕組み
を持つものかについて、個人情報保護制度を所管している総務課が所管課と
連携しながら総合的に検討した上で、明白かつ客観的に判断できるものにつ
いてのみ対象とします。

（回答者：運営審議会事務局）

4

　「子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世
帯分）事業」については、目的外利用の例示の最後（資料３の４ページ目）に
記載されておりますが、外部提供の例示（資料３の５ページ）に記載漏れがあ
りましたので、訂正の上、差し替えをさせていただきます。申し訳ございませ
ん。
　今後、「本人外収集」「目的外利用」「外部提供」それぞれに該当事例があっ
た際は、例示に加えていくとともに、運営審議会に報告を行います。

（回答者：運営審議会事務局）

5

　区のホームページは７月１日公開予定です。なお、支給対象者以外へ
の周知方法については原則ホームページとしますが、個別の問合せの際
には併せて説明を行います。

（回答者：子育て支援課）

資料４ ３　本人への通知
・本人への通知について、個別の通知を省略し、区の
ホームページ等による周知としていますが、ホーム
ページのほかにどのような方法で周知されるのでしょ
うか。また、周知するタイミングはいつになるので
しょうか。

資料２ ２　諮問事項について
・「今後も類似事業の実施に伴う同種の事案が発生し
た場合」とありますが、類似事業とは公的給付事業す
べての事業に該当するのでしょうか。新型コロナに関
する給付事業なのでしょうか。例示に示されたものだ
けなのでしょうか。
・また、類似事業である（一括承認）という判断は、
どこでされるのでしょうか。

資料３ 特定公的給付に係る個人情報の本人外収集、
目的外利用及び外部提供の一括承認について
・今回審議する「子育て世帯生活支援特別給付金（ひ
とり親世帯以外の低所得の子育て世帯分）事業」につ
いて、目的外利用の例示には明記されていません。
「本人外収集」「目的外利用」「外部提供」それぞれ
の「例示」について、これ以外の事業で対象となるも
のはあるのでしょうか。
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No. 意見・質問内容 区からの説明・回答内容

6

　文書で確認を行うことが、正確性に資すると考えますが、時間がかか
るとともに双方の負担となるため、電話で収集することとします。この
ような方法は、児童手当事務でも一般的に行われており、他の自治体も
同様の方法で行っています。ダブルチェックをすることとすると、同じ
自治体に二度同じ確認をすることとなるので、相手方の負担となること
から難しいと考えますが、相手方の回答を復唱する、担当者名を聞く等
を徹底し、正確を期すよう対応していきます。
　なお、万が一過払いが発生したときは、返還を求めるなど適切に対応
していきます。

（回答者：子育て支援課）

7

　御理解をいただきありがとうございます。一括承認基準に該当するかどうか
の判断については、安易な運用とならないように努めます。

（回答者：運営審議会事務局）

8

　御理解をいただきありがとうございます。一括承認基準に該当するかどうか
の判断については、安易な運用とならないように努めます。
　また、今後、改正個人情報保護法にのっとって、個人情報保護条例の改正
を検討していきます。

（回答者：運営審議会事務局）

　特定公的給付（子育て世帯生活支援特別給付金事業
に係る個人情報の例外的取扱い「本人外収集」）につ
いては、資料２ 墨田区個人情報保護条例の「ウ 区民
の生命、身体、健康又は財産に対する危険を避けるた
め、緊急やむを得ない場合」、「エ 当審議会が必要
であると認め承認した場合」など、条例に該当すると
きは例外的に行うことができると定められていること
と、新型コロナウイルス感染症の影響が医療制度や国
民生活や経済においても今後も長期化すると考えられ
ることから、昨年度と同種の事案に関しては、今後は
同基準に該当する事案について当審議会での諮問不要
扱いの「一括承認事項」方式とすることに現時点で
は、異論がないと考えます。

　新型コロナ感染症等への対応に係る給付事業等を早
急に実施するため、基準を明確にして一括承認を行う
ことはやむを得ないものと考えます。
　また、５年ほどの承認有効期限を設けることも考え
られますが、個人情報保護法の改正により個人情報保
護条例の抜本的改正が２年以内に想定されますので、
現時点で期限を設けても仕方がないと思われます。

資料５ 「本人外収集に関する事項」「外部提供に関
する事項」
・「収集方法」「提供の方法」の手段は「電話」が使
用される予定になっていますが、電話のやり取りで間
違いはないのでしょうか。ダブルチェック等の確認は
きちんとされるのでしょうか。
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No. 意見・質問内容 区からの説明・回答内容

9

　No.3の説明・回答内容にも記載しましたが、給付の目的や社会情勢が一括
承認基準に合致しているか、これまで御承認いただいた事業と同様の性質、
同様の仕組みを持つものかについて、個人情報保護制度を所管している総
務課が所管課と連携しながら総合的に検討した上で、明白かつ客観的に判
断できるものについてのみ対象とします。
　国の事業の場合は、「公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための
預貯金口座の登録等に関する法律」（令和３年法律第３８号）第１０条の規定
における特定公的給付に指定されるかどうかも考慮に入れて判断します。
　事業の性質や仕組み、取り扱う個人情報の内容等が一括承認基準に当て
はまらない部分や疑義が生じるものについては、個別に諮問し、承認を得るこ
ととします。

（回答者：運営審議会事務局）

10

　被災者生活再建支援法に基づく支援金、生活困窮者自立支援法に基づく
住居確保給付金など、個別の法律に支給の根拠があるものについては、そ
の法の目的・枠組みの中で支給を行い、法の定めに基づいて必要な個人情
報の取扱いがなされるため、今回の一括承認基準の対象とはしません。例示
した過去の個別承認事項の事業はいずれも、そのような個別の法律が制定さ
れずに、国等が要綱に基づき緊急的・暫定的に実施したものになります。

（回答者：運営審議会事務局）

11

　墨田区個人情報保護条例第１６条では、「実施機関は、収集した個人情報
について、利用目的の範囲を超えた当該実施機関以外のものに対する提供
をしてはならない。」とあり、区が利用目的に沿って事務の一部を委託する場
合は、外部提供には当たりません。一方、収集した個人情報の利用目的の範
囲を超えて利用し、又はその事務の一部の委託を行う場合は、同条例第１５
条の目的外利用に該当します。この目的外利用について一括承認基準に該
当する場合には、運営審議会に報告をすることとし、該当しない場合は、運営
審議会に諮問することとなります。

（回答者：運営審議会事務局）

資料３　一括承認基準について
　”（個別の法律の規定によらないものに限る。）”
の意味合いが良く分かりませんでしたので、補足説
明、例示等をお願いいたします。

資料３　５ページ　外部提供について
　情報システム導入・運用委託、事務委託など、委託
先への外部提供がある場合は、一括承認に該当するの
か、一括承認の対象ではなく審議会を開催して審議す
る事項となるのか、ご教示願います。

資料３　一括承認に該当するかどうかの判断基準等に
ついて
　“国民の生活や経済に甚大な影響を及ぼすおそれが
ある災害若しくは感染症”かどうか、誰がどのような
判断基準により判断するのかご教示願います。
　同様に、”経済事情の急激な変動”かどうか、誰が
どのような判断基準により判断するのかご教示願いま
す。
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